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２０１８年５月号 

本月報はルーマニアの報道をもとに，日本大使館がとりまとめたものです。 

平成３０年６月８日 

在ルーマニア大使館作成 

 

Embassy of Japan in Romania 

http://www.ro.emb-japan.go.jp 

 

（AG：アジェルプレス通信，ZF：ズィアルル・フィナンチアル紙，NO：ナインオクロック紙） 

主要ニュース 

【内政】●ヨハニス大統領は，政府の財政政策の問題点を指摘しつつ，改めてダンチラ首相の辞任を要求した。 

●憲法裁判所は，法務大臣によるキョヴェシ国家汚職対策局長官の解任要請を大統領が拒否することが

できないとの判断を示した。 

●ドラグネア下院議長（ＰＳＤ党首）の職権濫用に係る裁判が結審した。判決は６月８日の見込み。 

●ポンタ元首相の新党「プロ・ルーマニア」党が正式に発足し，５名以上の議員がＰＳＤから離党して

参加した。 

●ヨハニス大統領は司法関連法改正案につき欧州評議会ヴェニス委員会に助言を要請した。 

●ポンタ元首相，タリチャーヌ上院議長の刑事案件につきそれぞれ無罪が確定した。 

【外政】●ルーマニアは，ハンガリー及びチェコと共に，駐イスラエル米国大使館のエルサレム移転を非難する

ＥＵ共同声明への署名を拒否した。 

●ダンチラ首相及び９名の閣僚は，ワルシャワを訪問し，ルーマニア及びポーランド両政府による合同

閣議に出席した。 

【経済】●ルーマニアの２０１８年第１四半期のＧＤＰは対２０１７年第４四半期から不変。２０１７年第１四

半期比で４．０％(季節調整前)，４．２％（季節調整後）増加した。 

    ●公共財務省は，４月末のルーマニアの財政収支は約６０億５，４６０万レイ，対ＧＤＰ比で０．６５％

の赤字であったと発表。 

    ●政府は，国家公共調達事務所（National Centralised Procurement Office）を公共財務省の下で新た

に設立すると発表（７月１日に機能開始の予定）。 

【二国間関係】●オプレア・ビジネス環境・貿易・起業相は，訪日し，ビジネスセミナーへの出席，日本企業視

察，武藤経済産業副大臣との会談等を行った。 

       ●石井駐ルーマニア大使は，日本電産ピテシュティ工場の開所式に出席した。 

 

内政

 

■ 大統領の首相辞任要求 

・7日，ヨハニス大統領は記者会見を行い，ルーマニ

ア政府の財政政策の問題点を述べつつ，改めてダンチ

ラ首相の辞任を要求した。ヨハニス大統領は，ＰＳＤ

の施策プログラムに見合う税収入がなく，国の財政が

逼迫している，また欧州基金の執行率が悪い，ＰＳＤ

が約束したインフラはまったく整備されていないとし

て，財政状況が非常に不満足なものであることから，

ダンチラ首相は至急辞任すべきと述べた。これに対し

ドラグネアＰＳＤ党首は，経済データではルーマニア

は良い方向に向かっており，大統領は首相を辞任させ

ようと間違ったデータを利用していると述べた。 

・１７日，ヨハニス大統領は訪問先のブルガリアで再
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度ダンチラ首相の辞任を要求した。また，大統領府と

政府の協力はオプションではなく義務であり，ルーマ

ニアは外交において一致した姿勢を示さない限り強く

なれないと述べた。 

・２４日，ヨハニス大統領は訪問先のピテシュティに

おいて，記者団に対し，「ＰＳＤ政権成立以来，開通

した自動車道路が全国で１５kmしかないことはばか

げている」と述べ，現政権のインフラ対策を批判した。 

・２８日，ＰＳＤは６月９日にダンチラ内閣を支持す

る集会をブカレストで実施する，６万人程度が参加す

ると発表した。 

■ 駐イスラエル大使館のエルサレム移転検討 

・１３日，駐イスラエル・ルーマニア大使館の代表者

はイスラエル外務省が主催する米国大使館エルサレム

移転記念レセプションに参加した。ルーマニア，チェ

コ，ハンガリーは駐イスラエル米国大使館のエルサレ

ムへの移転を非難するＥＵの共同声明に反対していた。 

・１４日，ドラグネア下院議長（ＰＳＤ党首）は大統

領が米国とルーマニアとの二国間関係に議論をもたら

そうとしていると批判した。 

・１５日，大統領宮殿においてヨハニス大統領とダン

チラ首相の協議が行われ，ビルチャル戦略的パートナ

ーシップ担当副首相，メレシュカーヌ外相が同席した。

協議において，ヨハニス大統領が当事者間の誠実な協

力を要請したのに対し，ダンチラ首相，ビルチャル副

首相，メレシュカーヌ外相も外交問題について相互の

誠実な取り組みが必要であることを確認した。 

・１６日，パレスチナは Kokaly駐ルーマニア大使を協

議のためにラマッラに召還した。 

・１７日，オルバンＰＮＬ（国民自由党，野党）党首

は，エルサレムへの大使館移転問題を巡り，ダンチラ

首相とドラグネアＰＳＤ党首を反逆罪で検察総局に刑

事告発をした。オルバン党首はダンチラ首相とドラグ

ネア党首がルーマニアの国益を危機に晒したとしてい

る。ドラグネア党首は，オルバン党首の試みはクーデ

ターにあたると述べた。 

・２３日，メレシュカーヌ外相は，レバノン，トルコ，

クエート，サウジアラビアの大使と面会し，ルーマニ

アはイスラエルとパレスチナの紛争が「二国家解決」

に基づいて両者の共存により解決されるべきという考

え方に変更はないと述べた。エルサレム問題について

は，組織内の評価プロセスが承認されたものだと説明

した。 

 

■ 司法改革，政治家の無罪判決 

・４日，ヨハニス大統領は司法関連法改正案のうち法

律第３０４号が違憲であるとして憲法裁判所に訴えを

起こした。また，欧州評議会ヴェニス委員会は，ＰＡ

ＣＥ（欧州評議会議員会議）及びヨハニス大統領から

ルーマニアの司法関連法改正案についての助言要請を

受理したことを明らかにした。 

・８日，クレム米国大使は，ヨハニス大統領が司法関

連法改正案についてヴェニス委員会に助言を要請した

ことを歓迎すると述べた。また，米国大使館としては

司法関連法改正や刑法改正を注意深く見守りたいと述

べ，司法分野における米国とルーマニアの協力が困難

あるいは不可能にならないようにしたいと述べた。 

・８日，破棄院（最高裁に相当）はタリチャーヌ上院

議長（ＡＬＤＥ（自由民主気同盟，与党）党首）の偽

証罪案件で最後の公判を開いた。タリチャーヌ上院議

長は，イスラエルの億万長者で政治コンサルタントの

スタインメッツ氏の関与する刑事訴訟において，偽証

罪で訴追されていた。事案は，ブカレスト北部の国所

有の土地がパウル王子へ，その後スタインメッツ氏に

違法に譲渡されたというもの。国家汚職対策局（ＤＮ

Ａ）は３年の有罪を求刑している。 

・１０日，破棄院（最高裁に相当）は，脱税とマネー

ロンダリングでの訴追案件に関して，ポンタ元首相の

無罪を認めた。ポンタ元首相は，ロヴィナリとトゥル

チェニの発電所の国家契約を巡り，２０１５年（首相

時代）にＤＮＡから訴追されていた。ヨハニス大統領

はこの問題を理由にポンタ首相（当時）に辞任を要求

していた。ポンタ元首相は，Facebookへのコメントの

中で，自分は侮辱を受けてＰＳＤの党首と首相の座を

失ったと述べ，ＤＮＡによる司法の行き過ぎを批難し

た。 

・１５日，下院は司法関連法改正案のうち裁判官の身

分に係る法律第３０３号につき三回目となる採決を行

い，同法案を可決した。同法案は憲法裁判所の違憲判

断を受けて２回議会に差し戻しになっていた。 
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・１７日，ヨハニス大統領は，司法関連法改正案につ

いてルーマニア政府とヴェニス委員会との協議が早期

に行われるべきだと述べた。 

・２２日，破棄院はタリチャーヌ上院議長のブカレス

ト北部の土地の譲渡を巡る偽証罪案件で無罪を確定し

た。 

 

■ 伝統的家族，住民投票 

・３日，ヨルダケＰＳＤ議員は伝統的な家族の定義を

憲法に記載するための住民投票を６月１０日に行う可

能性について言及した。また，ドラグネア党首も住民

投票が６月１７日に行われる可能性があると述べた。

憲法に「家族は男性と女性の間の結婚を基礎とする」

という表現を取り入れることにより，同性間の結婚を

禁止するもの。 

・１８日，ヨハニス大統領は住民投票実施のための法

律改正案について憲法裁判所に違憲の訴えを起こした。

法律第３号／２０００の改正が行われると，大統領は

住民投票の手続きから除外されることになり，ヨハニ

ス大統領はこれに反対をしている。 

 

■ 国家汚職対策局（ＤＮＡ）首席検事の解任要請の

拒否 

・１０日，ドルネアーヌ憲法裁判所長官は，キョヴェ

シＤＮＡ長官の解任を巡る権力間の紛争についての憲

法裁判所の判断を５月３０日に先送りすると発表した。 

この問題を巡っては，本年２月トアデル法務大臣がＤ

ＮＡプロイエシュティ支局のスキャンダルをきっかけ

にキョヴェシ長官の解任手続き開始を表明していた。

これに対し，司法最高評議会（ＣＳＭ）が，首席検事

の解任に賛同しないという意見書を提出し，その後，

ヨハニス大統領が同長官の解任を拒否した。このため，

ダンチラ首相が，大統領が法務大臣からの解任要請を

拒否したことは憲法上の国家権力間の争議にあたると

して憲法裁判所に訴えをおこしていた。 

・３０日，憲法裁判所は，法務大臣によるキョヴェシ

ＤＮＡ長官の解任要請を大統領が拒否したことにつき，

憲法上の国家権力間の争議にあたるとしたダンチラ首

相の訴えを認め，大統領はキョヴェシ長官の解任命令

を出すべきであるとの判断を示した。憲法裁判所は解

任のプロセスの中で，大統領が持つのは，解任をする

かしないかの裁量権ではなく，解任が秩序正しく行わ

れているかを確認する権限であるため，大統領は法務

大臣による解任の提案に反対することはできないとし

ている。 

 

■ ドラグネア下院議長の裁判 

・１６日，ドラグネア下院議長（ＰＳＤ党首）の職権

乱用に係る裁判が結審し，ＤＮＡは１０年の禁固刑を

求刑した。同裁判は，ドラグネアＰＳＤ党首がテレオ

ルマン県議会議長時代の公金流用事案で，県の党の関

係者２名が実際には勤務していない県社会保障・児童

保護局の給与を受け取っていたというもの（被害額２

５０００ユーロ程度）。同時に訴えられていたドラグ

ネア下院議長の元妻，ボンボニカ・プロダンは賠償金

を払って無罪とされている。 

・２９日，破棄院は，ドラグネア下院議長（ＰＳＤ党

首）の裁判の判決を６月８日に延期することを発表し

た。 

 

■ デモ，抗議集会 

・１２日，ブカレストのヴィクトリア広場で７０００

人規模の抗議活動が行われた。「我々が欲しいのはヨ

ーロッパだ，独裁ではない」をスローガンに，刑法改

正やＤＮＡ長官の解任，マイノリティの権利を縮小す

る憲法改正に反対を訴えた。同様の抗議活動は，シビ

ウ，ティミショアラ，ヤシ，ブラショフ，クルージュ

でも行われた。 

・３０日，ブカレスト及びシビウ，ティミショアラ，

ヤシ等の都市で憲法裁判所の判断に反対する抗議デモ

が発生した。ヴィクトリア広場には３０００－４００

０人の人が集まり抗議活動を行った。 

 

■ 年金「第二の柱」問題 

・２０日，政府が本年度７月から１２月分の「第二の

柱」年金（強制的積立型個人年金）の個人への支払い

を停止する検討をしていることが明らかになった。こ

れにより，「第二の柱」に支払われる年金（被雇用者

のグロス給与の３．７５％）が国庫収入になるという

もの。野党は，納税者の金を盗むものとして批判。ま

たＡＬＤＥのヴォスガニアン元財務大臣も年金は国家

のものではなく市民の金であると批判した。 

・２３日，ダンチラ首相は，ルーマニア政府は賃金や

年金の財源不足を起こしていないと述べ，また給与労
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働者や年金受給者が無用な心配を起こさないでほしい

と述べた。前日にヨハニス大統領が，政府及びＰＳＤ

に対して年金の「第二の柱」，及び国庫に年末までの

金があるかどうかについて説明を求めていたのに対し

て述べたもの。 

・スタネスク副首相は，年金の「第二の柱」について

はオプションにすべきと述べた。「第二の柱」年金の

約７１０万人の積立額は約９１億ユーロ。 

 

■ 野党による内閣不信任決議案提出の可能性 

・２３日，オルバンＰＮＬ党首は，ダンチラ内閣不信

任決議案の提出を巡って野党と協議を始めることを明

らかにした。また，ポンタ元首相は新党「プロ・ルー

マニア」党への移籍を募り始めた。一方トゥドセ元首

相は，ダンチラ首相への支持集会の実施に反対するこ

とを表明した。ドラグネア元首相は２３日出演したテ

レビ番組の中で，「二人の元首相がネズミのような動

きをしているが，不信任決議を通すことはできないだ

ろう」と述べた。 

 

■ ポンタ元首相の党へのＰＳＤからの移籍 

・２８日，ポンタ元首相が正式に「プロ・ルーマニア

党」を発足させた。ポンタ新党には，ＰＳＤから二人

の元大臣（ニコラエ・バニチョイウ元保健大臣，ミル

チャ・ドブレ元観光大臣）を含む５人の議員が移籍し

た。これにより，与党が下院議席の過半数を維持でき

るかが危ぶまれている。ポンタ元首相は，新党として

はアンドロネスク元教育相を大統領候補に提案したい

と述べた。 

・ＰＳＤはＰＭＰ（国民の運動党）から３人の移籍者

を得て与党として議会の過半数議席を獲得した。 

 

■ 世論調査 

・世論調査機関ＳＯＣＩＯＰＯＬ社による支持政党及

び信頼する政治家についての調査結果（３月２６日か

ら４月１３日実施） 

（支持政党） 

ＰＳＤ（社会民主党）     ４０％ 

ＰＮＬ（国民自由党）     ３０％ 

ＡＬＤＥ（自由民主主義同盟） １０％ 

ＵＳＲ（ルーマニア救出同盟）  ５％ 

ＰＭＰ（国民の運動党）     ５％ 

Pro Romania（ポンタ元首相の党）３％ 

（支持する政治家） 

フィレア・ブカレスト市長   ３１％ 

ヨハニス大統領        ２６％ 

タリチャーヌＡＬＤＥ党首   ２０％ 

チョロシュ元首相       １５％ 

ダンチラ首相         １４％ 

ポンタ元首相         １１％ 

バセスク元大統領       １０％ 

ドラグネアＰＳＤ党首      ９％ 

オルバンＰＮＬ党首       ９％ 

・２１日，世論調査会社ＣＵＲＳによる支持政党，支

持する政治家についての調査結果（１０６７名を対象

に４月２７日－５月８日に実施）。 

（支持政党） 

ＰＳＤ（社会民主党）     ３９％ 

ＰＮＬ（国民自由党）     ２５％ 

ＡＬＤＥ（自由民主主義同盟）  ８％ 

ＵＳＲ（ルーマニア救出同盟）  ６％ 

ＵＤＭＲ（ハンガリー人民主同盟）６％ 

ＰＭＰ（国民の運動党）     ５％ 

プロ・ルーマニア党       ３％ 

共にルーマニア党        ３％ 

その他             ５％ 

・２１日，世論調査会社アヴァンギャルド社による支

持政党調査結果（１０４７名を対象に５月に実施）。 

ＰＳＤ（社会民主党）     ３８％ 

ＰＮＬ（国民自由党）     ２２％ 

ＡＬＤＥ（自由民主主義同盟） １３％ 

ＵＳＲ（ルーマニア救出同盟）  ８％ 

ＵＤＭＲ（ハンガリー人民主同盟）５％ 

ＰＭＰ（国民の運動党）   ４－５％ 

プロ・ルーマニア党       ４％ 

「共にルーマニア」党      ５％ 

 

■ その他 
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・３日，ダンチラ首相，ドラグネアＰＳＤ党首，イサ

レスク国立銀行総裁，テオドロヴィチ財務大臣が首相

府で会合を行い，マクロ経済について協議した。ドラ

グネア党首によれば，協議の中で政府と国立銀行は，

インフレ率の高騰はガス，エネルギー，石油価格の上

昇によるもので政府も中央銀行も関係がないことを確

認した。また，経済危機はなく，ＰＳＤが国立銀行を

支配下に置こうとする意志もないということが確認さ

れた。 

 

外政 

■主な要人往来 

・３－４日，メレシュカーヌ外相は，モロッコを訪問

し，３日にはエル・オトマニ・モロッコ首相と，４日

にはブリタ・モロッコ外相と会談を行った。 

・４日，ヨハニス大統領は，ブルガリアで開催された

ラデフ・ブルガリア大統領及びベレン・オーストリア

大統領との非公式首脳会合に出席した。 

・１０－１３日，ダンチラ首相は，バチカンを訪問し，

ローマ教皇フランシスコに謁見した他，パロリン・バ

チカン国務長官等と会談を行った。 

・１１日，メレシュカーヌ外相は，ルーマニアを訪問

したアグエロ・ホンジュラス外相と会談を行った。 

・１６日，ヨハニス大統領は，ブルガリアで開催され

た非公式欧州理事会に出席した。 

・１７日，ヨハニス大統領は，ブルガリアで開催され

たＥＵ・西バルカン首脳会合に出席した。 

・１８日，ダンチラ首相は，ルーマニアを訪問したプ

レンコビッチ・クロアチア首相と会談を行った。なお，

プレンコビッチ首相は，ヨハニス大統領とも会談を行

った。 

・１８日，ネグレスク欧州問題担当相は，モルドバを

訪問し，フィリプ・モルドバ首相，レアンカ・モルド

バ欧州統合担当副首相等と会談を行った。 

・２２日，ダンチラ首相は，ルーマニアを訪問したク

リッヒバウム独連邦議会ＥＵ委員会委員長と会談を行

った。 

・２２日，ネグレスク欧州問題担当相は，ブリュッセ

ルで開催されたＥＵ外務理事会に出席した。 

・２５日，ダンチラ首相及び９名の閣僚は，ワルシャ

ワを訪問し，ルーマニア及びポーランド両政府による

合同閣議に出席した。 

・２６日，ビルチャル戦略的パートナーシップ担当副

首相は，ジョージアを訪問し，同国の独立１００周年

記念式典に出席した。ビルチャル副首相は，式典出席

に際し，ル・ドリアン仏外相等と会談を行った。 

・２８日，メレシュカーヌ外相は，ブリュッセルで開

催されたＥＵ外務理事会に出席した。 

・３０日，チャールズ英皇太子殿下は，ブカレストを

訪問し，コトロチェニ宮殿において，ヨハニス大統領

に迎えられた。同皇太子は，２０１５年及び２０１６

年にもブカレストを訪問している。 

 

■西バルカン情勢 

・ドラグネア下院議長は，ヨハニス大統領が，ＥＵ・

西バルカン首脳会合において，サチ・コソボ大統領と

同席したことを指摘し（ルーマニアはコソボを国家承

認してない），ヨハニス大統領との関係維持がもはや

困難であるという見解を示した。 

 

■イスラエル・パレスチナ関係 

・１１日，ルーマニア，ハンガリー及びチェコは，駐

イスラエル米国大使館のエルサレム移転を非難するＥ

Ｕ共同声明への署名を拒否した。 

 

■ＥＵ関係 

・１７日，欧州委員会は，英，独，仏，伊，ハンガリ

ー及びルーマニアの６加盟国を，大気汚染の改善が不

十分であるとして，欧州司法裁判所への提訴を決定し

たことを明らかにした。ルーマニアは粒子状物質の基

準の未達状態が続いていることから，提訴対象となっ

た。 

 

■軍事・安全保障関係 

・７－１１日，コンスタンツァにおいて，ＮＡＴＯ大

規模軍事演習「Ｓｅａ Ｓｈｉｅｌｄ ２０１８」が

実施された。 

・１４日，フィフォル国防相は，ギリシャを訪問し，

カメノス・ギリシャ国防相と会談した。 
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・１８日，ブカレストにおいて，ルーマニア及びクロ

アチアの国防相による防衛・安全保障分野における二

国間協力強化に関する共同声明への署名が行われた。 

・２５日，米レイセオン社は，ルーマニア向けペトリ

オット・ミサイルシステムの契約３９５．８百万ドル

を受注したと発表した。フィフォル国防相は，ルーマ

ニアが最新鋭の長距離地対空ミサイルシステムを備え

ることになると述べた。 

・２８日，フィフォル国防相は，フランスを訪問し，

パルリ仏軍事大臣と会談を行った。 

 

経済 

■マクロ経済 

（特に記載のない限り，対前年比又は前年同期比，季

節調整後，出典は国家統計局ＩＮＳ） 

【３月分統計】 

（１）鉱工業 

 ２月 ３月 

工業生産高  ６．７％ ４．１％ 

工業売上高(名目)  １１．９％ ９．３％ 

工業製品物価指数 ３．９％ ３．８％ 

新規工業受注高(名目)  １６．０％ １０.０％ 

工業生産高、工業売上高(名目)及び新規工業受注高

(名目) が減速。 

 

（２）販売 

 ２月 ３月 

小売業売上高 

(自動車・バイクを除く)  
６．６％ ５．２％ 

自動車・バイク売上高 ４．９％ ３．５％ 

小売業売上高 

（ユーロスタット） 

ユーロ圏 

１．８％ 

EU２８か国 

２．０％ 

ユーロ圏 

０．８％ 

EU２８か国 

１．８％ 

小売業売上高(自動車・バイクを除く)及び自動車・

バイク売上高が若干減速。なお，３月の小売業売上高

（ユーロスタット）対前年同月比では，マルタ（＋８．

６％）が最も増加し，次いで ハンガリー （＋７．２％）

及びラトビア（+６．５％）。 

 

（３）その他 

建設工事 ２月 ３月 

６．９％ ▲９．３％ 

建設工事が減速。 

 

（４）輸出入 

輸

出 

２月 ３月 

€５４億５,７００万 

(７．６％) 

€６１億５９０万 

(６．６％) 

RON２５４億２,０７０万 

(１１．２％） 

RON２８４億５,６７０万 

(９．５％） 

輸

入 

€６３億４,０８０万 

（１０．８％） 

€７１億６,２６０万 

（５．８％） 

RON２９５億３,６２０万 

(１４．４％） 

RON３３３億８,２２０万 

(８．７％） 

 １月～３月分統計】 

（１） 鉱工業 

 ２月 ３月 

工業生産高  ７．４％ ６．２％ 

工業売上高(名目)  １６．２％ １３．７％ 

新規工業受注高(名目)  １９．１％ １５．８％ 

工業生産高が若干減速。工業売上高(名目) 及び新

規工業受注高 (名目) が減速。 

 

（２）販売 

 ２月 ３月 

小売業売上高 

(自動車・バイクを除く)  
８．７％ ７．４％ 

自動車・バイク売上高 ８．９％ ７．６％ 

小売業売上高(自動車・バイクを除く)及び自動車・

バイク売上高が若干減速。 

 

（３）その他 

建設工事  ２月 ３月 

６．５％ ▲０．３％ 

建設工事が減速。 

 



ルーマニア月報 
 

- 7 - 

（４）輸出入 

輸

出 

２月 ３月 

€１０８億８,０６０万 

(１１．６％) 

€１６９億８,６５０万 

(９．８％) 

RON５０６億１,１６０万 

(－％） 

RON７９０億６,８３０万 

(１３．１％） 

輸

入 

€１２５億３,９５０万 

（１３．９％） 

€１９７億２１０万 

（１０．８％） 

RON５８３億２,４４０万 

(－％） 

RON９１７億６６０万 

(１４．２％） 

貿

易

収

支 

▲€１６億５,８９０万 

（▲€３億９,９９０万） 

▲€２７億１,５６０万 

（▲€３億９,８１０万） 

RON７７億１,２８０万 

（▲€２０億３,５００万） 

▲RON１２６億３,８３０万 

（▲€２１億５,６００万） 

 

 【４月分統計】 

・消費者物価指数  

 ３月 ４月 

全体 ４．９５％ ５．２２％ 

食料品価格 ４．０１％ ４．００％ 

非食料品価格 ６．５７％ ７．２０％ 

サービス価格 ２．９０％ ２．８３％ 

消費者物価指数 

（ユーロスタット） 

ユーロ圏 

１．３％ 

EU２８か国 

１．５％ 

ユーロ圏 

１．２％ 

EU２８か国 

１．４％ 

４月の消費者物価指数（ユーロスタット）対前年同

月比では，キプロス（▲０．３％），アイルランド（▲

０．1％）及びポルトガル（０．３％）が最も低い。 

 

【その他統計】 

・１５日，ルーマニアの２０１８年第１四半期のＧＤ

Ｐは対２０１７年第４四半期から不変。２０１７年第

１四半期比で４．０％(季節調整前)，４．２％（季節

調整後）増加した。 (ＩＮＳ) 

 

■産業界の動向 

・２日，フランス自動車製造者委員会（ＣＣＦＡ）に

よると，２０１８年４月におけるフランスでのダチア

新規登録台数は１万４，１１４台になり，対前年同月

比で＋３１．３％増加した。フランスでのダチアのマ

ーケット・シェアは７．５３％であり，前年同月の６．

２５％から１．２８％ポイント増加した。４月にフラ

ンスの自動車市場全体は９．０％増加した。２０１８

年４月末におけるフランスでのダチア新規登録台数は

４万８，００４台になり，対前年同期比で１７．４％

増加した。４月末のフランスでのダチアのマーケッ

ト・シェアは６．４５％であり，前年同期の５．７４％

から０．７１％ポイント増加した。４月末にフランス

の自動車市場全体は＋４．４％増加した。 

・４日，イギリス自動車製造販売協会（ＳＭＭＴ）に

よると，２０１８年４月におけるイギリスでのダチア

新規登録台数は１，９１９台になり，前年同月の１，

３９７台と比較し３７．３７％増加した。２０１８年

４月末におけるイギリスでのダチア新規登録台数は９，

１０１台になり，前年同期の９，６０３台と比較して

５．２３％減少した。２０１８年４月末のイギリスで

のダチアのマーケット・シェアは１．０３％であり，

前年同期の０．９９％から０．０４％ポイント増加し

た。 

・１２日，ルーマニア運転免許証・自動車登録局（Ｄ

ＲＰＣＩＶ）によると，２０１８年４月の新車登録台

数は１１，１４８台に達し，対前年同月比で１４．０

３％増加した。 

・１７日，欧州自動車工業会（ＡＣＥＡ）によると，

４月におけるヨーロッパでのダチア自動車新規登録台

数は４万５，８１４台となり，対前年同月比で２４．

５％増加した。４月末におけるヨーロッパでのダチア

自動車新規登録台数は１７万２，７８７台となり対前

年同期比で１８．５％増加した。 

・１８日，ルーマニア自動車生産者輸入業者協会(ＡＰ

ＩＡ)によると，２０１８年１～４月の車両販売台数は

５万１，８５３台で，対前年同期比で２７．８％増加

した。４月末のメーカー別自動車販売は１位がダチア

(１３，０５２台，市場シェア：３０．３％，対前年同

期比で＋５６．５％)で，次いで Volkswagen(４，５７

２台，市場シェア：１０．６％，対前年同期比で＋２

０．５％)，Skoda(４，００９台，市場シェア：９．３％，
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対前年同期比で＋３１．２％)，Renault（３，１９０

台，市場シェア：７．４％，対前年同期比で＋３１．

３％)，Ford（３，０２３台，市場シェア：７．０％，

対前年同期比で＋２８．０％）。 

・３０日，製材・木材加工大手シュヴァイクホーファ

ー社（オーストリア）のルーマニア事業に関し，組織

犯罪・テロリズム捜査局による捜査が行われ，国内２

３カ所の同社事務所，工場等が捜査の対象となった。

（ＡＧ） 

 

■公共政策 

・欧州基金省は，２０１８年２月２日の時点での欧州

基金（２００１４～２０２０年）執行率を１１．８１％

と発表。 

・３１日，ダンチラ首相は，国家公共調達事務所

（National Centralised Procurement Office）を公共

財務省の下に新たに設立すると発表（７月１日から機

能開始の予定）。（ＡＧ） 

 

■財政政策 

・２５日，公共財務省は，４月末のルーマニアの財政

収支は約６０億５，４６０万レイ，対ＧＤＰ比で０．

６５％の赤字であったと発表。２０１７年４月末の財

政収支は約１３億５，５２０万レイ，対ＧＤＰ比で０．

１７％の黒字であった。 

 

■金融等 

・２日，４月末の外貨準備高は３３５億３，９００万

ユーロ（３月末の３４７億２，６００万ユーロから減

少），金準備高は１０３．７トンで不変。(ルーマニア

中央銀行ＢＮＲ) 

・７日，ＢＮＲは，政策金利を年率２．２５％から２．

５０％へ引上げることを決定，８日から実施。中銀貸

出金利を３．２５％から３．５０％に引上げ，中銀預

入金利は１．２５％がら１．５０％に引き上げた。 

・１４日，ＢＮＲは，２０１８年３月末の経常収支等

について次のとおり発表。 

（１） 経常収支は９億６，７００万ユーロの赤字。な

お，２０１７年３月末には７億７，０００万ユーロの

赤字であった。 

（２）外国直接投資 (ＦＤＩ) は，１３億７，８００

万ユーロ。なお前年３月末には１１億３，７００万ユ

ーロであった。 

（３）中長期対外債務は，２０１７年末から１．４％

増加し，６９５億９，８００万ユーロ (対外債務全体

の７２．９％) 。 

（４）短期対外債務は，２０１７年末から４．３％増

加して，２５９億２，９００万ユーロ (対外債務全体

の２７．１％) 。 

 

■労働・年金問題等 

・２日，２０１８年３月末の失業率(季節調整後)は２

０１８年２月末から０．１％ポイント減少し，４．５％

になった。(ＩＮＳ)  

・１１日，国家雇用庁（ＡＮＯＦＭ）は，２０１８年

３月末の失業率は２月末から０．１３％ポイント減少

し３．８１％となったと発表。 

・９日，２０１８年３月の平均給与(グロス)は，４，

４８８レイ(約９６５ユーロ)で，平均給与(手取り) は

２，７０４レイ (約５８１ユーロ) で，対前月比で８．

７％増加。なお，平均給与(手取り)が最も高かった業

種は，コンピュータープログラミング，コンサルティ

ング及び関連活動分野（ＩＴサービス活動を含めて）

で(６，６８９レイ，約１，４３８ユーロ)で，反対に

最も低かったのは宿泊・飲食業(１，５４１レイ，約３

３１ユーロ)。 (為替レートは４．６５レイ・ユーロ)(Ｉ

ＮＳ) 

・３１日，２０１８年４月末の失業率(季節調整後)は

２０１８年３月末から０．１％ポイント増加し，４．

６％になった。(ＩＮＳ)  

 

■格付（２０１８年６月８日付） 

Fitch  外貨建長期(国債) ＢＢＢ－ (安定的） 

    自国通貨建長期  ＢＢＢ  (安定的) 

 

Ｓ＆Ｐ 外貨建長期    ＢＢＢ－（安定的） 

自国通貨建長期  ＢＢＢ－（安定的） 
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ＪＣＲ 外貨建長期    ＢＢＢ  (安定的） 

自国通貨建長期  ＢＢＢ+ （安定的） 

（内はアウトルック） 

 

二国間関係 

・２３－２５日，オプレア・ビジネス環境・貿易・起

業相は訪日し，日本企業を訪問した他，ルーマニアビ

ジネスセミナーへの出席，武藤経済産業副大臣等との

会談を行った。 

・２４日，日本電産ピテシュティ工場の開所式が行わ

れ，同社永守会長，石井駐ルーマニア大使，自治体関

係者等が出席した。 

 


